



























　韓国の介護保険である老人長期療養保険制度（노인 장기 요양 보험 , Longterm Care Insur-
ance）は，2008 年 7 月に開始された．韓国の療養保険制度（以下，介護保険と略す）の最大の











　なお，本稿は 2019 年 6 月に東北大学で開催された第 8 回日本ケアマネジメント学会及び




れた点にある．2008 年の高齢化率は 10.3% であり，日本の創設時（2000 年度）の高齢化率は







人」が 82.6%（11,741 か所），会社組織（NPO を含む）が 16.2%（2,297 か所），自治体が 0.8%（108
か所），その他が 0.4%（64 か所）という分布であり，圧倒的に個人経営が多い．他方，施設サー
ビスの事業者のうち「個人」が 70.6%（3,660 か所），会社組織が 27.1%（1,407 か所），自治体
が 2.0%（105 か所），その他が 0.3%（15 か所）という分布であり，やはり個人経営が多い（김
지미 2018: 74）．
　KOSIS の 2018 年データを調べた結果，やはり個人経営が圧倒的に多いことが確認できた．在
宅サービスの事業者 15,970 か所のうち「個人」が 83.8%（13,390 か所），会社組織（NPO を含む）
が 14.9%（2,374 か所），自治体が 0.8%（135 か所），その他が 0.4%（71 か所）という分布であり，
個人経営の占める割合が若干高くなっている．他方，施設サービスの事業者 5,320 か所のうち「個
人」が 72.6%（3,864 か所），会社組織が 25.1%（1,334 か所），自治体が 2.1%（110 か所），そ
の他が 0.2%（12 か所）という分布であり，個人経営の割合が 2 年間に若干上昇している．
　国民健康保険公団の長期療養保険統計年報（2016 年）に基づき集計した高橋明美によれば，
在宅サービスの場合，機関数は 19,398 か所あり，そのうち個人が最も多く 79.4%（15,401），以下，
法人の 19.1%（3,704），自治体の 1.1%（213），その他の 0.4%（80）という分布である．定員
で見ると分布が異なる．総数 223,573 人のうち，個人が多く 52.1%（116,491），以下，法人の
43.3%（96,891），自治体の 4.2%（9,496），その他の 0.3%（695）という分布である．施設サー
ビスの場合は，機関数は 5,187 か所あり，個人が最も多く 70.6%（3,660）を占める．定員で







49.9%（20,595 施設），以下，社会福祉法人の 25.1%（10,360 施設），医療法人の 16.0%（6,604
施設）と続いている．介護老人福祉施設に関しては，7,299 施設中，社会福祉法人が開設してい



















際の要介護高齢者の介護時間を示す尺度ではないことに注意しなければならない．2019 年 7 月
末現在の認定者数と構成比率を示しているが，要介護の認定を受けた高齢者（437.1 万人）のう
ち，最重度の要介護 5 の認定を受けた高齢者は 54.7 万人で 12.5%（介護予防の 76.7 万人を含








うな要支援 1･2 という介護給付は制度化されていない．韓国の介護保険の等級は，1 等級から 3
等級の 3 ランクの区分でスタートし，2014 年に 3 等級のうち日常生活動作能力（ADL=Activities 
of Daily Living）が比較的高い層が 4 等級として分けられた．介護保険申請者は要介護認定調査
の結果に基づき日常生活動作能力や認知機能の状況により計算された点数で評価される．1 等
級は 95 点以上，2 等級は 75 点以上，3 等級は 60 点以上，4 等級は 50 点以上で区分される．
2014 年には，同時に 5 等級が新設された．5 等級は，日常生活動作能力が 45 点から 49 点の
範囲で比較的保たれており，かつ認知症の場合である．認知症の診断がなければ，等級外とし
て介護保険のサービスを使うことが出来ない．表から分かるように，3 等級と 4 等級あわせて
70% あるいは認知症関連等級を含めなければ約 80% に達している．2018 年には，軽度認知症
（Mild Cognitive Imparement）を対象とする認知支援等級が創設されて今日に至っている．寝た
きりに対応する 1 等級及び準寝たきりを意味する 2 等級は，あわせて約 18%（認知症を患って
いるが ADL は維持されている等級を除けば約 20%）でしかなく，日本の約 25% という水準から
すれば，点数による区分設定の基準がやや抑制的であると考えられる．
表 2　韓国の等級分布状況





点数 95点以上 75-94点 60-74点 50-59点 45-49点 44点以下
6.9% 13.3% 34.0% 45.8%
6.2% 11.9% 30.3% 41.0% 8.8% 1.9%
認定者数(人） 4.5万 8.6万 22.0万 29.7万 6.4万  1.3万
　（出典） 国民健康保険公団,2019
2019年7月
　表 3 から分かるように，日本の要介護 5 の介護報酬が 362,170 円であるのに対し，韓国の 1
等級の介護報酬は 134,850 円（1,498,300 ウォン）である．いずれの等級も寝たきりに相当す
る状態であるが著しい差が見られる．韓国の物価が日本に比べて安いとしても介護報酬の比率が
37% ないし 54% と著しく低いことが分かる．また，日本の場合は，要介護度ごとの介護報酬額
12.5% 17.4% 19.2% 24.6% 26.2%
10.6% 14.8% 16.3% 20.9% 22.3% 9.1% 5.8%
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に差がつけられており，要介護 5 は要介護１の 2 倍以上となっている．一方，韓国の 1 等級は
5 等級の 1.5 倍弱と傾斜性が緩くなっている．
　日本に比べて保険料がかなり低額であり，財源規模が小さいことからこのような設計になって
おり問題が発生すると考えられる．日本の場合，65 歳以上の第 1 号被保険者の月額保険料の平
均は 5,900 円弱であるが，韓国では公的医療保険の保険料に 2019 年段階で 8.51% かけた金額





要介護5 362,170円 1等級 134,850円 37.2%
要介護4 309,380円 2等級 119,860円 38.7%
要介護3 270,480円 3等級 114,870円 42.5%
要介護2 197,050円 4等級 105,590円 53.6%
























氏      名 ***** 住民登録番号 *****-***** 
長期療養等級 2 等級 発 給 日 2010-**-** 









老人療養施設 1 日当たり   34,980 ｳｫﾝ 
老人専門療養施設 1 日当たり   45,290 ｳｫﾝ 
施設給付 20％ 老人療養共同生活
家庭 







































給付の種類 回数 長期療養給付費用 本人負担金 
訪問療養 週 5 回（240分） 790,000 ｳｫﾝ 118,500 ｳｫﾝ 
  ｳｫﾝ ｳｫﾝ 
合計 790,000 ｳｫﾝ 118,500 ｳｫﾝ 
福祉用具  
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　なお，認定調査票の 90 項目のうち，52 項目だけが等級判定に使われ，残りの 38 項目の情報
に基づき標準長期療養利用計画書が作成されることになる．日本の介護保険の認定調査では 74
項目全ての情報を基に要介護認定が行われるのとは対照的である．






























長期療養機関名 ○ ○ 
長期療養機関番号 ○ ○ 
給与種類 訪問療養 













































週1回 30 ○ 
洗髪サポート 移動補助と洗髪、乾燥 週1回 20 ○ 
爪切り 爪切り及び管理 随時 10 ○ 
























































1 月から昼夜間保護サービスを月 20 日以上（1 日 8 時間以上）利用する場合に，各等級で規定






















































2018 年現在，昼夜間保護サービスのサービス提供機関数は 3,211 にとどまっており，訪問療養
サービスの機関数 12,335 の 4 分の 1 程度となっている（国民健康保険公団 2018: 748）．
　日帰りで介護を必要とする高齢者を専門機関に預けるという習慣がない中で，介護保険創設と
ともに，日本のデイサービスのように 6 時間から 7 時間程度利用するという段階の時期を経ず










　一定の条件というのは，介護保険創設時には，1 か月に 30 日間，1 日 90 分以上 120 分未満
につき，家族療養保護費としてカウントされ賃金が発生するというものであった．2011 年には





　例えば，高齢の夫の要介護度が 2 等級で，毎日訪問療養サービスが 90 分以上 120 分未満必
要なケースで，療養保護士の資格を持つ妻が認知症の夫を在宅で介護する場合について，2020
年時の介護報酬の条件で費用を計算すると以下のようになる．
　1 日 29,920 ウォン× 30 日×在宅サービスの自己負担比率 15% ＝ 134,640 ウォンを療養保
護士である家族から介護を受けている夫が自己負担することになる．療養保護士が勤務している
訪問療養サービスセンター（事業所）の時給が 14,000 ウォンだとすると，1 日の介護が 2 時間
未満なので，1 時間 30 分働いたことになる．家族介護分の療養保護士の 1 か月の給料は，1.5
時間× 14,000 ウォン× 30 日＝ 630,000 ウォンとなる．結局家族全体では，家族療養保護費と
してカウントされた賃金による収入が 495,360 ウォンとなり（630,000 ウォンから 134,640 ウォ
















　こうした家族による訪問療養（介護）の特殊なシステムが，表 7 が示す通り，2015 年以降現









　ところで，韓国の介護保険制度には特別現金給付が 3 種類ある．1 つが「家族療養費」と呼ば














 家 族 一 般 合 計 
2011年 6月 33.5(43,791) 66.5 (96,208) 100.0(130,532) 
2012年 6月 36.7(42,469) 63.3 (81,374) 100.0(115,858) 
2013年 6月 34.3(40,623) 65.7 (85,491) 100.0(118,413) 
2014年 6月 31.1(38,710) 68.9 (92,742) 100.0(124,489) 
2015年 6月 29.6(39,789) 70.4(102,004) 100.0(134,623) 
2016年 6月 28.2(40,178) 71.8(109,348) 100.0(142,235) 
2017年 6月 28.1(43,725) 71.9(120,375) 100.0(155,520) 






度発足以来，一律月 15 万ウォン（約 13,500 円）のままである．低いと言われている療養保護士





























是正を行うこととされた．その基準は，要介護 1 で 27 回以上，要介護 2 で 34 回以上，要介護 3













　保健福祉部は，2017 年 1 月から，訪問療養サービスの利用者が 15 名以上の場合，訪問療養
センターが加算の手続きを行うことにより，社会福祉士，看護（助務）師，チーム長クラス療



























祉士 2 級レベルの専門性が危ういことに関しては既に指摘されているところである（高橋 2019: 
113）．
　韓国ソーシャルワーカー連盟の資料によれば，2019 年までのところ，社会福祉士総数の
1,092,772 名のうち，1 級の資格取得者が 14.1%（153,552 名），2 級が 84.7%（925,655 名），












































　2014 年は，韓国の介護保険によってエポックメイキングな年であった．4 等級と 5 等級が創
設されたのである．4 等級は，3 等級のうち日常生活動作能力が比較的高い層を分離した等級で







替え，2016 年に，療養保護士が利用者の自宅を訪問し介護サービスを提供するという 24 時間
訪問療養サービスを創設した．なお，同サービスは，2019 年に「終日訪問療養サービス」と名
称を変更している．終日訪問療養サービスは，1 等級または 2 等級の認知症高齢者が対象で，介
護者の代わりに 24 時間日常的なサービスを提供すると言う画期的なサービスである．このサー
ビス利用期間中に，准看護師が利用者の自宅を訪問して緊急事態に備えるという訪問看護を連携
















































2013 年に保健福祉部が決定したものであり，1 か月に 20 日以上（1 日 8 時間以上）昼夜間保
護サービスを利用することにより当該高齢者の介護報酬限度額が 1.5 倍に拡大するというルール
である．




（1,914,450 ウォン）まで拡大する．拡大した分の在宅サービスの利用に対し 15% の自己負担が



























10 月審査分）によれば，介護保険全体の利用者が 442.4 万人に及ぶ中，看護小規模多機能型居
























国民健康保険公団，2019，「2018 市・郡・区別給与種類別長期療養機関現況」，（2020 年 1 月
20 日取得，http://www.nhis.or.kr/menu/boardRetriveMenuSet.xx?menuId=F332a）． 
――――，2019，「長期療養保険 HP, 老人長期療養保険の等級判定結果現況資料（2019 年 7 月
基準）」，（2019 年 12 月 10 日取得，http://www.longtermcare.or.kr/npbs/d/m/000/move-
BoardView?menuId=npe0000000950&bKey=B0019）．























（2019 年 12 月 10 日 取 得，http://www.law.go.kr/LSW//admRulInfoP.do?admRulSe-
q=2100000134489&chrClsCd=010201#J56:0）．
――――，2019，「長期療養給与提供基準，給与費用算定方法等に関する告示（保健福祉












A Comparison of South Korean and Japanese 
Long-Term Care Insurance and Care Management for 
Frail Elderly Individuals in a Residential Setting
                                    NISHISHITA, Akitoshi
 The purpose of this research was to compare long-term care insurance and care 
management for frail elderly individuals living at home in South Korea and Japan. The study 
addresses four specific concerns. First, I clarify the current situation and critical limitations of 
long-term care insurance in South Korea and Japan. Second, I point out the differences between 
these countries in terms of eligibility for receiving services, as well as the personal costs and 
benefits in receiving residential services such as home-help aides or day services. Third, I delin-
eate a process by which South Korea’s National Health Insurance Corporation could use the in-
formation from a 90-item questionnaire to provide a standard plan for long-term care benefits, 
in which care is graded on a range of 1 to 6. Finally, I specify the characteristics of long-term 
care insurance in South Korea and Japan.
 This comparative analysis has two major findings. First, South Korea’s long-term care 
insurance has unique traits, such as a system of paying individuals to care for their spouses or 
aged parents. Second, a standard plan for long-term care benefits would make it easy to match 
available resources with the needs of each recipient, so that recipients could get the insurance 
benefits they are due. However, the relationship between both plans, whole standard plan made 
by National Health Insurance Corporation and each benefit plan for each home-help service and 
day service provided by each service agent, is not clear. Further research is needed to clarify 
how South Korea’s long-term care insurance can be successful without professional care manag-
ers such as those used in Japan’s approach to long-term care management for elderly individu-
als who are frail or have dementia.
  
Key words: long-term care insurance, standard plan for long-term care benefits, care manager
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